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報告に当たって 

 

川西市は、昭和40年代前半から50年代にかけて大規模住宅団地の開発が行われ、人

口急増を伴いながら集中的に公共施設を整備してきました。しかし、団地の開発後約

50年が経過した現在では、急速に高齢化が進行するとともに公共施設等の老朽化も進

んでおり、今後、一斉に大規模改修や建替えの時期を迎えようとしています。 

このような状況の下、当委員会は、平成27年７月28日に「川西市における今後の公

共施設等のあり方」について市から諮問を受け、以降、委員会開催ごとに傍聴に来てい

ただいた方々の姿も励みとしつつ、計６回にわたり真摯に検討を重ねてきました。 

そもそも公共施設は市民共有の財産であり、市民生活に密接に関わっています。今後

において市は、財政・人口の見通しや公共施設等の現状に関する情報を市民に対してし

っかりと発信し、急速に進行する少子高齢化と人口減少を踏まえながら、長期的な視点

をもって施設の更新や統合・廃止などを進めていく必要があります。 

当委員会でも議論してきましたが、市から示された情報が直ちに市民に理解されるわ

けではなく、地域住民や施設利用者に対して説明の機会と参画の場を設けた上で、地域

等が求めるニーズを正確に把握し、丁寧に議論を重ねていかなければなりません。一方、

地域住民は、自分の住んでいる地域の中にはどのような課題があり、課題解決に向けて

公共施設が果たす役割が何なのかということを理解する必要があります。市全体の課題

を解決するためには、公共施設が果たす役割について認識を深め、市と地域それぞれが

描くまちの将来像を融合させていかなければなりません。そのことを通じて、地域住民

の市全体の課題に対する理解が深まり、地域に埋もれている人材や力を引き出すきっか

けが生まれます。 

そのような問題認識に基づき、当委員会では、今後の公共施設等のあり方を検討する

に当たり、参画と協働による取組の重要性について重ねて強調し、報告書にはその思い

を十分に込めました。 

幸いにも、川西市では自治会やコミュニティなど、早くから地域活動が積極的に展開

され、現在は小学校区単位で様々な活動が展開されています。 
今後、公共施設の再編問題に取り組んでいくに当たっては、本報告書の内容を踏まえ

た上で、市民をはじめ、市民公益活動団体、事業者など、まちづくりに関わる多様な主

体と市がこれまで以上に適切に連携しながら、川西らしさを生かしたまちづくりを推進

していかれることを期待いたします。 

 

平成28年１月26日  
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第 1章 公共施設等の現状及び将来の⾒通し 

1 本市の概要  

(1) 本市の市街化の動向 

本市は、大阪市や阪神臨海地域からほぼ 20 キロメートル圏内に位置し、大阪都心部への

交通利便性の高さなどから、高度経済成長期において、いわゆる大都市郊外都市の典型とし

て発展してきました。本市の都市化は、昭和 30 年代中頃から始まり、当初は市域南部にお

いて住宅地開発が進みました。その後、大手民間ディベロッパーにより、中部や北部の丘陵

地を中心にニュータウンの開発が行われました。 

こうした中、開発に伴う公共施設の整備は市の財政に大きな負担となりました。そこで、

昭和 42 年、全国に先駆

けて「川西市住宅地造成

事業に関する指導要綱」

を施行し、一定規模以上

の団地開発においては、

開発業者に公共施設の整

備等を求める方式をとる

こととなりました。 

大規模ニュータウン

の人口は、現在では全人

口の約４割を占めるに至

っています。一方で、多

田グリーンハイツや大和

団地など、初期のニュー

タウン開発地域では急速

な高齢化や施設の老朽化

が進んでおり、持続可能

な住宅地に向けた再生の

取組が急務となっていま

す。 

 
 
 
  
 
 
 
 
※【人口集中地区（ＤＩＤ地区）】 

人口密度約4,000人/平方キロメートル以上の国勢調査地区がいくつか隣接し、あわせて人口5,000人以上を有する地区。 
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(2) 本市のまちづくりの方向性 ～土地利用の方針～ 

本市の市域は、市街地と豊かな自然を残す里山環境が共存し、地域の魅力の一つにもなっ

ています。こうした中、無秩序な市街地拡大を抑制し、計画的な市街化と良好な住環境の保

全を進めていくため、本市では、平成９年に都市計画マスタープラン（※１）を策定し、都

市構造のあり方や土地利用の方向性を示しています。 

都市計画マスタープランに盛り込まれている「土地利用の方針」では、本市の市街化区域

（※２）の今後のあり方として、

以下のような方向性を掲げてい

ます。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

■本市の市街化区域のあり方（川西市

都市計画マスタープラン 36頁「市街

化区域の土地利用方針」より抜粋） 

本格的な高齢社会における生活利

便性の確保、都市基盤の維持管理の効

率性確保、低炭素社会実現に向けた温

室効果ガス削減、身近な地域での多様

な都市機能の充実等、新たな観点か

ら、持続可能な集約型の都市構造への

転換をめざします。市街地の区域は現

行の市街化区域を基本として、原則と

して新たな市街地の拡大を抑制し、無

秩序な市街化を防止し、良好な市街地

環境を維持します。 

※１ 【都市計画マスタープラン】 

都市計画法第 18 条の２の規定に基づく「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として定める法定計画。平成９年に策定

し、平成25年に見直しを行っている。 

※２ 【市街化区域】 

都市計画で定めるすでに市街地を形成している区域やおおむね10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域。 
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(3) 本市のまちづくりの方向性 ～地域分権の推進～ 

総合計画の基本構想を実現するためには、これまで行政が主導して担ってきた地域の課題

に対し、地域住民自らがその解決にあたることができる具体的な仕組みが必要となることか

ら、一定の権限や財源を地域へ移譲する「地域分権制度」の構築を進め、市民と行政が適切

な役割分担のもとで、地域の特性や多様性を尊重したまちづくりを進めます。地域別構想は、

その実現に向け、地域のまちづくりの方向を示すものです。 
 

 
   
  

基本

構想

基本

計画

実施

計画

■地域別構想の策定単位 

■総合計画と地域別構想の関係性 

川
西
市
総
合
計
画 

基本構想【10年間】 
・めざす都市像 

・まちづくりの方向性と目標 

基本計画【５年間】 
・施策の現状と課題 
・主な施策展開 
・協働の内容 

実施計画【５年間】 
・施策を実施するための

具体的な事業 
※単年度ごとの見直し 

  

地域別構想 
【おおむね10年】 
・地域の現状と課題 

・地域のありたい姿 

地域別構想 

東谷小地域 

牧の台小地域 

緑台・陽明小地域 

久代小地域 

川西小地域 

川西北小地域 

明峰小地域 

加茂小地域 

北陵小地域 

清和台・清和台南小地域 

けやき坂小地域 

多田小地域 

桜が丘小地域 

多田東小地域 

【出典】第５次総合計画 

【出典】地域別構想（一部編集） 
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2 本市における公共施設等の現状  

(1) 公共施設 

本市の公共施設の内訳を見ると、学校教育系施設が45.3％と半分近くを占めています。次

いで公営住宅が17.8％、行政系施設や市民文化系施設が共に8％台の比率となっています。 

また、建築年別、施設区分別の延床面積の推移を見ると、1970年（昭和45年）から1976

年（昭和51年）と、1983年（昭和58年）及び1991年（平成３年）に建築面積が多くなっ

ていることがわかります。主な要因としては、1970年代に大規模団地の開発による学校施設

等の建設があげられ、1983年（昭和58年）には市立川西病院、1991年（平成３年）では、

現本庁舎が建設されたことなどが要因として挙げられます。 

 
■公共施設の分類・内訳（平成25年度末現在） 

 
 
■公共施設の建築年別面積（平成25年度末現在） 

※行政系施設の内、公民館に併設されている行政センターについては、市民文化系施設としてカウントしています。

施設区分 施設数 延床面積
（㎡）

構成比
（％）

⾏政系施設 37 30,648.52 8.2 
学校教育系施設 25 170,317.28 45.3 
社会教育系施設 7 7,117.45 1.9 
市⺠⽂化系施設 62 31,282.15 8.3 
保健・福祉施設 17 16,585.86 4.4 
子育て支援施設 23 11,482.28 3.1 
スポーツ・レクリエーション系施設 18 11,588.14 3.1 
公営住宅 19 66,857.94 17.8 
公園施設 3 116.42 0.0 
供給処理施設 3 8,941.99 2.4 
市⽴川⻄病院（病院本館） 1 14,540.10 3.9 
その他施設 18 6,499.86 1.7 
合 計 233 375,977.99 100.0 

8.2 

45.3 

1.9 
8.3 

4.4 
3.1 

3.1 

17.8 

2.4 
3.9 

1.7 
行政系施設

学校教育系施設

社会教育系施設

市民文化系施設

保健・福祉施設

子育て支援施設

ｽﾎﾟｰﾂ・
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設

公営住宅

供給処理施設

公園施設

市立川西病院
（病院本館）

その他施設
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(2) インフラ・公営企業施設 

本市のインフラ施設としては、道路、橋梁、上水道、下水道があり、上水道及び下水道に

ついては利用料金を徴収するという形態により、地方公営企業として運営が行われています。

また、市立川西病院についても同様となっています。 

インフラ施設の多くは、本市における市街地拡大と連動する形で、1970年代から急速に整

備が進み、建設後 40年～50年が経過する中で老朽化が進んでいます。また、市立川西病院

は、1983年（昭和 58年）に現地に移転・整備して以来、地域の中核的な病院としての役割

を果たしてきた一方で、病院建物は30年以上が経過し、施設設備の老朽化とともに病院機能

としての低下が課題となっています。 

 

■道路の種別延長（平成26年度末現在） 

 
 
 
■年度別の橋梁建設数の推移 

 
  

【出典】道路管理課

種別 実延長（ｍ） 面積（㎡）

1級幹線市道 40,437 339,271

2級幹線市道 35,365 337,426

その他の市道 413,248 2,670,506

歩行者道 6,734 31,588

市道計 495,784 3,378,791

国道 17,296 -

一般県道 35,283 -

※１級幹線市道：国道、県道を連絡する道路など

※２級幹線市道：１級幹線市道を補完し、基幹道路網を形成する道路

0
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0
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1950(S25)
1951(S26)
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1960(S35)
1961(S36)
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1963(S38)
1964(S39)
1965(S40)
1966(S41)
1967(S42)
1968(S43)
1969(S44)
1970(S45)
1971(S46)
1972(S47)
1973(S48)
1974(S49)
1975(S50)
1976(S51)
1977(S52)
1978(S53)
1979(S54)
1980(S55)
1981(S56)
1982(S57)
1983(S58)
1984(S59)
1985(S60)
1986(S61)
1987(S62)
1988(S63)
1989(H1)
1990(H2)
1991(H3)
1992(H4)
1993(H5)
1994(H6)
1995(H7)
1996(H8)
1997(H9)
1998(H10)
1999(H11)
2000(H12)
2001(H13)
2002(H14)
2003(H15)
2004(H16)
2005(H17)
2006(H18)
2007(H19)
2008(H20)
2009(H21)
2010(H22)
2011(H23)
2012(H24)
2013(H25)
2014(H26)

累計橋梁数各年整備橋梁数

PC･RC

木・石

RC

PC

鋼

累計

【出典】道路橋長寿命化修繕計画
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■上水道管路の敷設年度別延長 

 
 
■下水道・汚水管渠の建設延長の推移 

 
■下水道・雨水管渠の建設延長の推移 
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3 市⺠意識調査結果から⾒た公共施設の利⽤実態等  

(1) 市民意識調査の実施概要 

建設から年数が経過し老朽化が進みつつある市内の公共施設について、今後の維持管理や

更新（建替え）などのあり方を検討するための基礎調査として、市は3,000人の市民を対象

にアンケート調査を実施しました。 

 

実 施 主 体 川西市 

調 査 対 象 16歳以上の市民（住民基本台帳から無作為抽出） 

対 象 者 数 3,000人 

調 査 時 期 平成27年８月12日（水）～８月24日（月） 

調 査 方 法 調査票による本人記入方式（調査票は郵送による配布・回収） 

調 査 内 容 

Ⅰ 公共施設の利用状況など 

1. この２～３年間における公共施設の利用頻度 

2. 利用した施設に対する満足度（建物・設備の面、サービスの面） 

Ⅱ 今後の公共施設のあり方など 

1. 各施設で提供されている「サービス」の今後の重要度 

2. 今後の更新（建替え）費用の負担を減らす工夫 

3. 川西市のあるべきまちの姿 

Ⅲ 回答者の基本属性 

（性別、年齢、居住年数、居住地域、同居形態、外出時の交通手段） 

Ⅳ 今後の公共施設のあり方への意見・提案（自由記入） 

 

回 収 結 果 

○調査票有効配布数 2,994通 

○回収数      1,335通 

○回収率       44.6％ 

 

  



9 

(2) 公共施設の利用状況 

市役所（本庁舎）、各地域の行政センター、中央図書館、公民館、文化会館・みつなかホー

ル、保健センター、市立川西病院については、約３割以上の人が利用しています。 

「よく利用」と「時々利用」を合わせた割合で見ると、市役所（本庁舎）、各地域の行政セ

ンター、小・中学校、中央図書館、公民館の各施設が１～２割を占めています。 

 

 
※保育所、幼稚園、小・中学校については、子どもが通っている場合は「よく利用（月 1回以上）」を選択 

  

N=1335

4.3

3.7

2.5

2.4

2.0

13.3

9.7

6.6

1.2

0.7

1.8

0.6

0.6

3.1

1.0

1.1

3.8

1.9

1.3

13.6

7.0

2.7

0.6

0.6

9.6

1.0

5.6

3.3

2.6

1.2

3.5

5.1

0.5

1.1

2.2

1.6

1.1

0.5

59.6

31.7

15.1

1.0

3.4

2.8

22.4

7.2

21.3

25.8

6.7

5.3

1.8

26.1

21.0

1.2

4.2

10.6

8.5

4.0

5.9

19.6

53.0

74.2

85.2

85.2

73.0

92.1

54.4

87.0

62.5

65.5

85.4

87.4

92.7

65.5

67.2

93.0

88.4

79.1

83.6

89.3

89.0

2.9

4.6

5.5

11.5

11.6

9.6

4.7

3.9

4.6

4.0

4.1

4.5

4.3

4.7

4.2

3.6

4.3

5.2

4.3

4.3

4.3

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.市役所（本庁舎）

2.各地域の行政センター

3.アステ市民プラザ

4.市立保育所

5.市立幼稚園

6.小・中学校

7.文化財資料館

8.中央図書館

9.郷土館（旧平安住宅）

10.公民館

11.文化会館・みつなかホール

12.パレットかわにし

13.コミュニティセンター

14.共同利用施設

15.保健センター

16.市立川西病院

17.老人福祉センター・デイサービスセンター

18.総合センター

19.総合体育館・市民体育館

20.市民温水プール

21.市民運動場・東久代運動公園

22.知明湖キャンプ場

よく利用（月１回以上） 時々利用（２・３か月に１回） まれに利用（年に数回） 利用していない 無回答

行
政
系

子
育
て
・

学
校
教
育
系

社
会
教
育
系

市
民
文
化
系

保
健
・

福
祉
系

ス
ポ
ー
ツ
・

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
系
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(3) 公共施設の利用状況をポイント化し比較したもの 

利用状況について、利用頻度に応じてポイント化して比較すると、市役所（本庁舎）、中央

図書館、小・中学校、各地域の行政センター、公民館などが上位を占めています。 
 

 
【ポイント化の手順に関する補足】 

①回答数のポイント換算 

 ※よく利用人数×2点、時々利用人数×1点、まれに利用人数×0.5点 

②上記①で算出（合計）したポイントを回答数（利用していない人も含めた人数。無回答数は除く。）で割って補正。 

 
 
  

回答数

N=

1296

1283

1207

1274

1282

1287

1280

1279

1262

1278

1277

1278

1275

1181

1278

1266

1274

1180

1277

1278

1272

1272

0.54 
0.42 

0.32 
0.32 

0.31 
0.23 

0.19 
0.19 

0.16 
0.16 

0.10 
0.08 
0.08 

0.06 
0.06 
0.06 
0.05 
0.05 

0.04 
0.03 

0.02 
0.02 

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60

市役所（本庁舎）

中央図書館

小・中学校

各地域の行政センター

公民館

市立川西病院

文化会館・みつなかホール

保健センター

アステ市民プラザ

総合体育館・市民体育館

市民温水プール

コミュニティセンター

パレットかわにし

市立保育所

市民運動場・東久代運動公園

総合センター

郷土館（旧平安住宅）

市立幼稚園

知明湖キャンプ場

老人福祉センター・デイサービスセンター

共同利用施設

文化財資料館

【回答を得点化し、選択人数と掛け合せてポイント換算した後、回答

数（利用していない人も含む）で割って補正したもの】

・よく利用：２点
・時々利用：１点

・まれに利用：0.5点

（点）

平均ライン（0.16）
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(4) 公共施設の利用に対する満足度 

建物・設備面の満足度について、満足度に応じてポイント化して比較すると、郷土館の満

足度が最も高くなっており、次いでアステ市民プラザ、市役所（本庁舎）、知明湖キャンプ場

などが上位を占めています。反対に満足度が低い施設としては、総合センター、市立川西病

院、総合体育館・市民体育館などとなっています。 
サービス面の満足度について、満足度に応じてポイント化して比較すると、市立保育所の

満足度が最も高くなっており、次いで市立幼稚園、郷土館、老人福祉センター・デイサービ

スセンターなどが上位を占めています。反対に満足度が低い施設としては、市立川西病院、

総合センターなどとなっています。 
※満足度の回答にあたっての考え方 
建物･設備 建物の性能は十分か（劣化・破損の有無、使い勝手等）、快適に過ごせるか（館内の内装・空調・照明等） 

サービス 利用条件（開館時間、利用料金等）、サービスは十分か（サービスの幅や質、市民向けプログラムや蔵書等の充実度等） 

 

回答数

N=

95

249

981

81

41

41

123

31

520

371

41

529

98

411

29

83

222

151

372

214

368

80

0.95 

0.85 

0.85 

0.83 

0.80 

0.78 

0.75 

0.74 

0.72 

0.62 

0.61 

0.50 

0.47 

0.46 

0.38 

0.36 

0.33 

0.29 

0.23 

0.15 

0.02 

-0.03 

-0.10 0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

郷土館（旧平安住宅）

アステ市民プラザ

市役所（本庁舎）

知明湖キャンプ場

市立幼稚園

文化財資料館

パレットかわにし

老人福祉センター・デイサービスセンター

各地域の行政センター

文化会館・みつなかホール

市立保育所

中央図書館

コミュニティセンター

公民館

共同利用施設

市民運動場・東久代運動公園

小・中学校

市民温水プール

保健センター

総合体育館・市民体育館

市立川西病院

総合センター

（点）
建物満足度

平均ライン（0.53）

【回答を得点化し、選択人数と掛け合せてポイント換算

した後、回答数で割って補正したもの】

満足：プラス２点、やや満足：プラス１点
やや不満：マイナス１点、不満：マイナス２点

回答数

N=

37

36

84

24

73

475

112

90

228

485

372

343

336

897

34

72

207

196

26

144

72

336

1.22 

0.97 

0.89 

0.88 

0.78 

0.76 

0.75 

0.68 

0.66 

0.65 

0.62 

0.61 

0.58 

0.57 

0.56 

0.53 

0.52 

0.52 

0.50 

0.47 

0.40 

0.23 

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40

市立保育所

市立幼稚園

郷土館（旧平安住宅）

老人福祉センター・デイサービスセンター

知明湖キャンプ場

各地域の行政センター

パレットかわにし

コミュニティセンター

アステ市民プラザ

中央図書館

公民館

文化会館・みつなかホール

保健センター

市役所（本庁舎）

文化財資料館

市民運動場・東久代運動公園

小・中学校

総合体育館・市民体育館

共同利用施設

市民温水プール

総合センター

市立川西病院

（点）
ｻｰﾋﾞｽ満足度

平均ライン（0.65）

【回答を得点化し、選択人数と掛け合せてポイント換算

した後、回答数で割って補正したもの】

満足：プラス２点、やや満足：プラス１点
やや不満：マイナス１点、不満：マイナス２点
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(5) 公共施設のサービスの重要度 

施設の今後の重要度について、重要度に応じてポイント化して比較すると、小・中学校、

市立保育所、市役所（本庁舎）、市立幼稚園、市立川西病院などが上位を占めています。 
 

 
【ポイント化の手順に関する補足】 

①回答数のポイント換算   

※かなり重要人数×2点、やや重要人数×1点、あまり重要でない人数×マイナス1点、重要でない人数×マイナス

2点 

②上記①で算出（合計）したポイントを回答数（分からない、無回答の数は除く）で割って補正 

 
  

回答数

N=

1114

1093

1225

1086

1195

1150

1085

1143

1076

1100

1096

1056

847

1043

970

953

945

779

922

859

796

689

1.72 

1.62 

1.59 

1.59 

1.46 

1.43 

1.33 

1.27 

0.99 

0.99 

0.96 

0.69 

0.69 

0.68 

0.56 

0.14 

0.08 

0.08 

0.06 

0.04 

-0.06 
-0.33 

-0.40 0.00 0.40 0.80 1.20 1.60 2.00

小・中学校

市立保育所

市役所（本庁舎）

市立幼稚園

市立川西病院

保健センター

老人福祉センター・デイサービスセンター

中央図書館

総合体育館・市民体育館

公民館

各地域の行政センター

市民温水プール

総合センター

文化会館・みつなかホール

市民運動場・東久代運動公園

文化財資料館

郷土館（旧平安住宅）

コミュニティセンター

知明湖キャンプ場

アステ市民プラザ

パレットかわにし

共同利用施設

【回答を得点化し、選択人数と掛け合せてポイント

換算した後、回答数（分からない・無回答を除く）

で割って補正したもの】

・かなり重要：プラス２点

・やや重要：プラス１点

・あまり重要ではない：マイナス１点

・重要ではない：マイナス２点

行政

学校･子育て

学校･子育て

学校･子育て

保健・福祉

保健・福祉

保健・福祉

保健・福祉

社会教育

社会教育

社会教育

市民文化

市民文化

市民文化

行政

行政

市民文化

市民文化

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

（点）

平均ライン（0.80）
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(6) 公共施設に対する総合的な評価 

満足度と重要度の平均ラインを基準として各施設を評価すると、保育所、市役所、幼稚園

などは満足度・重要度が共に高く、共同利用施設、総合センターなどは満足度・重要度が共

に低い結果となっています。 
パレットかわにしやアステ市民プラザなどの施設は、満足度は高いが重要度が低くなって

おり、小中学校や川西病院などの施設は、重要度は高いが満足度が低い結果となっています。 
 

 
 
 
  

市役所

行政C

アステ

保育所

幼稚園

小中学校

文化財資

中央図書館

郷土館

公民館

文化会館・ホール

パレット

コミュニC

共同利用施設

保健C
川西病院

福祉・デイサービスC

総合C

体育館

プール

運動場・運動公園

知明湖

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0

0.00

平均ライン

満足度(建物・ｻｰﾋﾞｽ計)

重要度

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

満足度、重要度共に

高い施設

満足度は高いが、重

要度が低い施設

重要度は高いが、満

足度が低い施設

満足度、重要度共に

低い施設
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合計数

424

230

222

199

148

145

125

94

94

83

43

20

75

54

50

40

38

17

28

26

13

12

10

7

146

74

83

70

45

58

33

28

30

25

16

6

131

70

61

66

38

48

47

26

38

32

11

5

72

32

28

23

27

22

17

14

13

14

6

2

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

高齢者が住みやすいまち

防災に強い安全なまち

子育てがしやすいまち

環境にやさしいまち

歩いて暮らせるまち

無理のない身の丈に合ったまち

教育環境が整っているまち

にぎわいがあるまち

地域活動が活発なまち

お互いを尊重し合えるまち

歴史や伝統が残るまち

その他

50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

人
50歳代～80歳代

合計数

339

247

204

193

153

139

125

117

75

65

37

22

33

22

20

26

24

16

24

14

14

15

5

3

60

30

36

41

28

17

21

15

16

14

7

5

154

96

73

82

52

54

47

48

27

16

10

6

92

99

75

44

49

52

33

40

18

20

15

8

0 50 100 150 200 250 300 350 400

子育てがしやすいまち

高齢者が住みやすいまち

防災に強い安全なまち

教育環境が整っているまち

環境にやさしいまち

歩いて暮らせるまち

にぎわいがあるまち

無理のない身の丈に合ったまち

お互いを尊重し合えるまち

地域活動が活発なまち

歴史や伝統が残るまち

その他

16～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

人
16歳～40歳代

(7) 将来、川西市がどのようなまちになってほしいと思うか 

16歳から40歳代までで見ると、「子育てがしやすいまち」が最多となっており、16歳～19

歳、20歳代、30歳代の各年齢層で最も多く解答されています。この他に、「高齢者が住みや

すいまち」、「防災に強い安全なまち」「教育環境が整っているまち」などが上位となっていま

す。 

50歳代から80歳代までで見ると、「高齢者が住みやすいまち」が最多となっており、いず

れの年齢層でも最も多く回答されています。この他に、「防災に強い安全なまち」、「子育てが

しやすいまち」、「環境にやさしいまち」などが上位となっています。 
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4 総⼈⼝や年代別⼈⼝についての今後の⾒通し 

(1) 人口の推移と将来見通し 

市制施行時の1954年（昭和29年）に約３万３千人であった本市の人口は、その後、高度

経済成長による大規模な住宅開発に伴い1973年（昭和48年）に10万人を超え、その後も伸

び続け、住民基本台帳においては2014年（平成26年）には16万人を超える人口となってい

ます。しかし、今後人口が減少することが予想され、公共施設等を取り巻く環境は大きく変

化することが予想されます。 

 
■本市の人口ビジョンにおける将来推計値 

国立社会保障・人口問題研究所が平成25年３月に行った人口推計 
H27年⇒H57年
の減少率 

 

－23.6％ 

目指すべき将来人口 
H27年⇒H57年
の減少率 

子育て支援等により今後も年間出生数1,000人を維持するとともに、移住転入支

援等により、人口移動の均衡を図る（転入・転出数が同数となり、社会動態がゼロ）

と仮定した場合 

－18.7％ 

【出典】あんばい ええまち かわにし創生総合戦略（案） 
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5 公共施設等の更新費⽤等の⾒込み 

(1) 公共施設の更新費用等に係る試算 

公共施設の建物について、更新（建替え）を60年、大規模改修を建設から30年と仮定し、

今後40年間に必要となる改修・更新費用を試算すると、費用の総額は約1,553億円、年間当

たり38.8億円が見込まれます。当面の間は大規模改修費が必要となり、2030年（平成42年）

年以降は一斉に更新（建替え）費用が増加することになります。 

 
 
(2) インフラ施設の更新費用等に係る試算 

インフラ施設について、施設種類に応じた更新周期を設定し、今後40年間に必要となる改

修・更新費用を試算すると、費用の総額は道路・橋梁の合計で526億円、上水道・下水道の

合計で1,010億円が見込まれます。当面は老朽化した上下水道管路の更新対応が必要となり

ます。また、長期的には橋梁の架け替えも課題となってきます。 
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下水道

上水道

橋梁

道路

2015～2054の40年間の更新費用
【道路・橋梁】 計526億円 （13億円/年）
【上下水道】 計1,010億円 （25億円/年）
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(3) 投資的経費の水準と更新費用等の比較 

本市の投資的経費の水準を過去10年間（2005～2014年度／平成 17～26年度）で見ると、

年度当たりの平均で約 40.8億円となっています。これに対し、先に試算した公共施設と道

路・橋梁に係る更新費用等を合わせると年間約52億円（公共施設分が38.8億円、道路・橋

梁分が13.2億円）となっており、投資的経費の水準を上回ることが分かります。 

 

 

 
○更新費用等の算出対象について 

上水道及び下水道については、利用料金を前提とした公営企業会計による運営が行われており、当面の間は施

設更新に一般会計からの繰出しが想定されてないことを前提に、上記推計の対象外とする。 

一方、市立川西病院は公営企業施設の一つであるが、建替え等においては一般会計からの相当の繰出しが見込

まれるため、推計の対象に含めることとする。 
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公共施設建替え 築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修 公共施設大規模改修 インフラ更新等（橋梁） インフラ更新等（道路）

公共施設＋道路・橋梁

年間当り費用：５２億円

（公共施設38.8億 道路・橋梁13.2億）

過去10年の投資的経費水準：４０.８億円/年
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第 2章 公共施設等総合管理計画の策定に向けた考え方 

1 現状や更新費⽤の⾒込等を踏まえた課題 

これまでに整理した内容を踏まえて課題を整理し、課題に基づく基本的な方向性を

導き出します。なお、課題整理の中で用いている一部の用語については、以下のとおり

定義します。 
 
 

【用語の定義】 

○ 「公共施設」と「公共施設等」について 

・ 「公共施設」とは、学校や庁舎、図書館など、いわゆる「施設（ハコモノ）」とし

て存在しているものが該当する。 
・ 「公共施設等」とは、上記の公共施設に加えて、道路や橋りょうなど、いわゆる

「インフラ」も含めたものを総称して表現している。 
 

○ 公共施設の「機能」について 

公共施設にはそれぞれの「機能」が備わっている。例えば、公民館や図書館、文

化ホールなどであれば、「会議」や「交流」「読書」「文化活動」などを行うために「利

用できる場」を提供することが主な機能である。また、学校や幼稚園・保育所、福

祉施設、病院などであれば「教育」「保育」「介護・福祉」「医療」などの「サービス

を提供する場」が主な機能となる。 
 

○ 「市民等」について 

「市民等」とは、市民、市民公益活動団体、事業者を意味している。また、「市民

公益活動団体」とは自治会、コミュニティ、ボランティア、ＮＰＯ等を意味してい

る。 

 
○ 「参画と協働」について 

・ 「参画」とは、市民、市民公益活動団体及び事業者が市の政策等の立案、実施及

び評価の過程に主体的にかかわって意見や提言を行うことを意味している。 
・ 「協働」とは、地域の課題解決に向けて、市民、市民公益活動団体、事業者及び

市がそれぞれの役割に基づき、互いの立場を尊重し、相互に補完し合うことを意味

している。 
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(1) 市民等の参画について 

① 公共施設は市民や地域が共有する財産であることから、今後のあり方を考える上

では、市民等のニーズを的確に把握するため、市民等の参画を得ながら、丁寧な対

話のもと検討を進めていく必要がある。 

② 公共施設は、その周辺地域のまちづくりにおいて重要な役割を担っている。市民

等は地域の課題を抽出し、市は市民等と課題解決に資する公共施設のあり方につい

て検討していく必要がある。なお、検討のプロセスにおいては、市から施設情報を

提供するとともに、地域の実情に応じて市から適切な支援を行い、議論が円滑に進

むよう配慮していく必要がある。 

③ 本市では「参画と協働のまちづくり」の考え方を踏まえ、その更なる浸透を図り

ながらまちづくりを進めており、地域に関わる様々な主体との連携が求められてい

る。今後の市民サービスの提供においては、市民や市民公益活動団体（自治会やコ

ミュニティ、ボランティア、ＮＰＯ等）、事業者などの役割がますます重要になると

考えられ、これらの多様な主体が担い手になることも想定しながら、より良いサー

ビス提供を目指していく必要がある。 

 

(2) 公共施設の機能について 

① 現在の公共施設は、その時々の必要性に応じて建設されてきたものである。本市

では高度成長期の急速な市街化を経て、一度に高齢化と施設の老朽化が進行してい

ることから、今後の公共施設に求められる市民ニーズを見据えて、機能の見直しを

図っていく必要がある。 

② 例えば、市民意識調査の結果において、「サービスに対する重要度が高いにも関わ

らず、利用者の満足度が低い施設」（13頁の４象限左上の領域）、「利用者の満足度

が高い一方で、サービスの重要度が低い施設」（13頁の４象限右下の領域）につい

ては改善していく必要がある。また、「重要度・満足度がいずれも低い施設」（13頁

の４象限左下の領域）については、廃止も含め抜本的に見直していく必要がある。 

③ 今後の公共施設のあり方としては、施設を維持していくという従来の考え方に捉

われず、選択と集中により機能を見直すことを通じて、市民サービスの質の向上を

図っていく必要がある。 
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(3) 公共施設等の更新と維持管理について 

【施設の総量について】 

① 公共施設については、学校施設の面積が大きな割合を占めており、その建替え時

期に連動して施設更新費用が増大する見込みとなっている。今後の人口減少の局面

においては、教育環境や通学条件等を総合的に考慮しつつ、サービス水準の維持を

前提とした上で、更新すべき量を精査していく必要がある。一方、学校施設はこれ

まで耐震化・大規模改修等の取組を進めており、中長期的な活用が期待できる点や、

地域にとっての拠点・シンボルであることなどの特性を考慮した上で、利活用の方

向性を定めていく必要がある。 

② また、学校以外の公共施設については、人口動向や市民の利用状況、老朽化の状

況等を踏まえた上でサービス水準は可能な限り維持しつつ、施設の総量縮減を視野

に検討を進めていく必要がある。 

③ 本市の投資的経費の水準に対し、中長期的には様々な公共施設等の更新などによ

り、その水準を上回る規模の財政支出が見込まれるため、今後の人口動向や財政状

況等を勘案しながら、更新すべき対象施設の取捨選択を行う必要がある。 

④ 但し、インフラ施設については、市民生活や経済活動を支え、都市の骨格となる

重要な基盤であり、容易に量を減らせるものではないため、総量については現状を

維持していく方向が妥当である。一方で、維持管理面での効率化など、財政負担の

軽減に向けた取組を検討していく必要がある。 

 

【施設の維持管理と更新手法について】 

⑤ 財政負担軽減の観点から、施設を長期間適正に維持管理し、更新負担を抑えてい

く必要がある。また、長期間の使用を想定したインフラ施設や一部の公共施設につ

いては、費用（ライフサイクルコスト）と延命効果を見極めた上で、長寿命化に向

けた取組を進めていく必要がある。 

⑥ また、公共施設の更新や改修においては、将来的な利用ニーズ等の変化に対応で

きるよう施設の構造躯体（スケルトン）と内装・間仕切り（インフィル）を切り分

けて考え、長期間において柔軟に施設が活用できるような方策を検討する必要があ

る。 
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(4) 市民サービスの提供における民間活用について 

① 市民サービスの提供においては、民間の施設やノウハウ等を有効活用することで、

より充実したサービスの提供が低廉なコストで実現できる可能性がある。今後は、

市による施設保有や直接的なサービス提供に捉われず、民間の施設やノウハウ等を

有効に活用しながら、公共施設におけるストックの最適化とサービス向上の両立を

目指していく必要がある。 

 
 
 

2 基本的な方向性（３つの柱）  

１で整理した課題を踏まえ、公共施設等総合管理計画策定に向けた基本的な方向性

として、以下の３つの柱を想定します。 

 

１ 参画と協働を踏まえた取組の推進 
◆市⺠等との丁寧な対話 

◆多様な主体によるサービスの提供 

２ 公共施設の機能の最適化 
◆施設の複合化・多機能化等による利便性の向上 

◆遊休化した学校施設の利活⽤ 

３ 将来を⾒据えた施設整備と維持管理 
◆施設総量の適正化 

◆適正な維持管理 
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3 基本的な方向性に沿った取組内容 

基本的な方向性として示した３つの柱に基づき、公共施設等総合管理計画の「公共

施設等の管理に関する基本方針」として盛り込むべき内容を以下に示します。 
 

 

 

対象 公共施設、インフラ施設 

(1) 市民等との丁寧な対話 

① 公共施設の更新（建替え）や統合・廃止など、公共施設のあり方を考える上で、

市は市民等との対話のために必要となる公共施設の建築年度や利用状況、維持管理

経費等に係るデータベースを提供する。 

② 市は、公共施設に対する市民ニーズや地域における公共施設の役割などを把握す

るため、データベース等の情報をもとに説明会や出前講座等を開催し、市民等と丁

寧な対話を行う。 

③ 市民等と市は、まちづくりにおける課題を抽出し、市は様々なまちづくりの主体

と課題解決方策をともに検討し、地域にとって意義のある利活用の方向性を検討し

ていく。 

④ 検討のプロセスにおいては、地域の実情に応じて市から適切な支援を行い、議論

が円滑に進むよう配慮していく。 

 
(2) 多様な主体によるサービスの提供 

① 「参画と協働のまちづくり」の考え方を踏まえ、現在、市が提供している市民サ

ービスについては、地域の実情に応じて、民間事業者やＮＰＯ、地域住民等を含め

た多様な主体によるサービス提供のあり方を検討する。また、サービス提供の手法

については、市民等によるコミュニティビジネスなど、新しい枠組みも想定する。 

② 今後は、市が公共施設として保有することに捉われず、類似する機能を持つ民間

施設がある場合には有効に活用し、公共施設におけるストックの最適化に向けた検

討を進める。 

③ ＰＰＰ・ＰＦＩなど民間活力の導入を図り、施設の整備や運営、維持管理に民間

資金・ノウハウを取り入れ、効率的・効果的な市民サービスの提供とライフサイク

ルコストの縮減を図る。 

  

方向性１ 参画と協働を踏まえた取組の推進 
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対象 公共施設 

(1) 施設の複合化・多機能化等による利便性の向上 

① 目的別に施設を持つといった考え方のみに捉われず、施設の複合化や多機能化等

により、利用者の利便性向上や幅広い層の集客・利用促進を図り、新たな交流やに

ぎわいを創出する。 

② 市民にとって満足度の低い施設については、市民ニーズを踏まえて施設のハード

面とソフト面の両面を見直し、市民満足度の向上を目指す。 

   
(2) 遊休化した学校施設の利活用 

① 小学校は、地域にとっての拠点・シンボルであるため、利活用について地域住民

等と丁寧な対話を行いながら、地域課題に密着した最適な機能の再配置（用途の転

用など）に向けた検討を進める。 

② 中学校は、地域との関わりを考慮しつつ、若者世帯の流入促進や交流人口の増加 
など、全市的な政策課題や新たな魅力の創造・発信に対応した利活用について検討 
を進める。 
 

 
 
 
 
 
 

  

方向性２ 公共施設の機能の最適化 
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対象 公共施設、インフラ施設 

(1) 施設総量の適正化 

① 公共施設については、人口動向や財政状況等を踏まえ、サービス水準は可能な限

り維持しつつ、総量適正化の観点から、原則として既存施設の一律的な更新や単一

機能の施設整備は抑制する。 

② 公共施設の更新（建替え）や統合・廃止を行う場合は、利用状況や老朽化の状況

などの客観的な指標をはじめ、市としての政策的必要性などを考慮しながら、対象

施設の取捨選択を行う。 

③ 学校施設については、教育サービス水準の維持・向上の観点から、今後の児童・

生徒数の減少に応じた学校規模の適正化や校区の統廃合に関する検討を進める。 

④ インフラ施設については、市民生活や経済活動を支え、都市の骨格となる重要な

基盤であることから、総量を維持していく。 

⑤ 上記①から④の方針に従って、施設総量の適正化を進めた結果生じた跡地につい

ては、その利活用に当たって地域住民の理解を得た上で、原則貸付・売却を行い、

施設整備や改修等に要する財源確保に努める。 
 

(2) 適正な維持管理 

① 施設の劣化状況や不具合を把握するなど適正な維持管理を行うとともに、大規模

改修や耐震化を実施することで、市民が安全・安心に利用できる状態を目指す。 

② 公共施設の更新（建替え）や大規模な改修を行う場合は、長期的なニーズの変化

に柔軟に対応でき、容易に機能の転換が図れるような手法を検討する。 

③ 施設の種類や用途、部材の重要度等に基づき、予防保全・事後保全等を適切に組

み合わせた維持管理を行い、施設の長寿命化とライフサイクルコストの縮減を図る。 

④ インフラ施設については、個別に策定している長寿命化計画等に基づきながら、

適正な維持管理を行う。 
 

 
 
  

方向性３ 将来を⾒据えた施設整備と維持管理 
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第 3章 公共施設等総合管理計画の推進に向けた考え方 

1 市⺠等の参画による検討プロセスについて 

今後、公共施設等総合管理計画を策定し、実行していく上では、市はまちづくりの

多様な主体と丁寧に対話を行い、公共施設のあり方について相互に理解を深めていく

必要がある。 
特に地域と密接な関係にある公共施設の更新や統合・廃止などについては、以下の

プロセスを踏まえることが重要である。 
 

(1) 市民等との情報共有 

① 市は、市民等との対話のために必要となる情報として、公共施設の建築年度や利

用状況、維持管理経費等に係るデータベースを整理するとともに広く公開し、市民

等と市が情報共有できる環境を整える。なお、データベースを情報共有する機会と

して、市ホームページへ掲載した上で、説明会や出前講座などの直接的な対話の場

を想定する。 

 
 
(2) 検討対象施設の抽出 

① 将来の財政状況や人口減少等を踏まえた市からの提案や市民等からの発意によっ

て、市は更新や統合・廃止などの検討対象となる公共施設を抽出する。  

 
 
(3) 公共施設の活用方策等の検討 

① 市は、地域住民をはじめ、地域関係者や施設利用者、民間事業者等の参画のもと、

「地域別構想」や「地域別計画」の内容に沿い、地域の課題・将来像の再確認を行

う。その際、市はアンケートやワークショップなど、検討の段階に応じた適切な参

画手法を取り入れる。 

② また、市は上記を踏まえて、地域住民などまちづくりの多様な主体と対話を行い

ながら、対象施設の活用方策等を検討する。なお、検討結果については、幅広く市

民等との共有を図る。 
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2 計画の推進と進捗管理について 

(1) 計画期間の考え方について 

公共施設等総合管理計画の期間は、将来更新費用等の推計期間との整合を図る観

点から、2016年度（平成28年度）を起点とした40年間に設定し、2030年代の学

校施設の更新ピークと、市庁舎（本庁舎）の想定更新時期（2050年代初頭） を過

ぎた、2055年度（平成67年度）までとすることが妥当である。但し、社会情勢や

市の政策動向等によって公共施設等を取り巻く環境は変化しうることから、市総合

計画の改訂時期を目安として、計画内容の見直しを行うことが望ましい。 

 
(2) 全庁的な取組体制の構築等について 

計画を推進していく上での庁内体制としては、一元的にマネジメントする組織体

制を想定する。また、定期的な情報共有・進捗確認の場として、庁内会議等を適宜

開催し、計画に基づく取組の進捗状況について確認するなど、財政部局や施設管理

部局と連携を図りながら進行管理していくことが重要である。 

 
(3) 計画の進捗管理について 

① 計画を推進するための数値目標の検討について 

将来見込まれる更新費用等と財政のバランスを図っていく上では、施設の適正な

維持管理や長寿命化、民間活用、公共施設の延床面積縮減など、コスト削減に向け

た様々な取組が必要となる。特に公共施設の延床面積の縮減は重要な取組の一つで

あるが、実際に実行していく上ではハードルも高く、目標を持った上での着実な取

組推進とその進捗管理が必要である。 
以上を踏まえ、公共施設の延床面積については、以下に示す考え方により計画期

間内における数値目標を検討し、計画に記載することが望ましい。 
なお、投資的経費の水準や公共施設の延床面積は年数を経るごとに変動しうるこ

とから、定期的に見直しを行うことで、将来支出と財政のバランスについて検証す

ることが重要である。 
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（数値目標の検討方法） 

 以下の手順で算出される値を「公共施設の延床面積の削減目標値」として設定する。 

 

○ 今後見込まれる公共施設・インフラ施設（道路及び橋梁）の更新や大規模改修に要する費

用を推計する。（推計期間については向こう40年間を想定） 

○ なお、上水道及び下水道については、利用料金を前提とした公営企業会計による運営が行

われており、当面の間は施設更新に一般会計からの繰出しが想定されないことを前提に、上

記推計の対象外とする。一方で、市立川西病院は公営企業施設の一つであるが、建替え等に

おいては一般会計から相当の繰出しが見込まれるため、推計の対象に含めることとする。 

○ 過去10年程度の投資的経費の動向から、標準的な水準を設定する。なお、投資的経費を

大きく変動させる特殊要因（例えば、特定の施策や事業の実施に伴う一時的な投資の増大や、

国庫補助金の制度変更に伴う市負担割合の変動など）があった場合には適宜補正を行う。 

○ 年間当たり更新費用等に対する投資的経費を上回る金額の比率を、「公共施設の延床面積

の削減目標値」として設定する。 

 

投資的経費を上回る金額（年間当たり更新費用等 － 投資的経費の標準水準）

年間当たり更新費用等
× １００（％） 

 

 
 
② 市民意識（満足度）の把握について 

今回実施した市民意識調査は今後も適宜実施し、施設管理者が別途実施しているア

ンケートとともに公共施設に対する市民の評価を定期的に得ることで、市民サービス

の改善や施設のあり方検討に活用することが有効である。 
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＜資料編＞ 

1 川⻄市公共施設等あり⽅検討委員会委員名簿 

【敬称略、50音順】 

 氏 名 職 業 等 選出区分 備 考 

１ 後藤 正順 
川西市コミュニティ協議会連合会理事 

緑台・陽明コミュニティ協議会会長 
市民  

２ 小西 砂千夫 関西学院大学人間福祉学部教授 学識経験者 委員長 

３ 水野 優子 武庫川女子大学生活環境学部講師 学識経験者  

４ 森  裕之 立命館大学政策科学部教授 学識経験者 副委員長 

５ 安枝 英俊 兵庫県立大学環境人間学部准教授 学識経験者  

６ 米田 大造 
株式会社池田泉州銀行リレーション推進部 

地域創生室主任調査役 
事業者  

 
2 川⻄市公共施設等あり⽅検討委員会審議経過 

回 開催年月日 主な審議内容 

１回 
平成27年７月28日（火） 

10時～市役所４階庁議室 

○諮問 

○市民意識調査票（案） 

２回 
平成27年９月28日（月） 

18時～市役所４階庁議室 

○市民意識調査結果（概要版） 

○公共施設等の現状と更新費用等に係る試算等(暫定版) 

３回 
平成27年10月28日（水） 

17時～市役所４階庁議室 

○市民意識調査結果（修正版） 

○公共施設等の更新費用等に係る試算等（修正版） 

４回 
平成27年11月24日（火） 

19時～市役所４階庁議室 

○課題と方向性の整理（案） 

○基本方針（案） 

５回 
平成27年12月15日（火） 

19時～市役所４階庁議室 

○課題と方向性の整理（修正案） 

○基本方針（修正案） 

○答申（案） 

６回 
平成28年１月26日（火） 

17時～市役所４階庁議室 
○答申 
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3 公共施設マネジメントに関する取組方策の事例 

(1) 取組方策の事例一覧 

取組方策 他自治体での事例等 

①統廃合・複合化 
・小学校と公民館の複合施設 

(静岡県焼津市) 

②ダウンサイジング 

（集約化・小規模化） 

・県営住宅の集約化 

（徳島県） 

③多機能化 
・新川防災公園・多機能複合施設 

(東京都三鷹市) 

④広域化 
・複数県にまたがる一帯の生活圏域での公共施設相互利用 

 （島根県松江市・安来市、鳥取県境港市・米子市等） 

⑤市民・地域等への移管 
・コミュニティセンターの地域移管 

（大阪府豊中市） 

⑥民間移管・活用、PPP/PFI 
・提案型公共サービス民営化制度 

(千葉県我孫子市) 

⑦転活用 

（転用等による有効利用） 

・歴史文化財を活用したくつろぎ空間 

(青森県弘前市) 

⑧長寿命化・長期使用 
・学校施設の長期使用に向けた取組 

(大阪府堺市) 

⑨維持管理の効率化 
・公共インフラの不具合に関する共有システム 

(千葉県千葉市) 

⑩住民参画 
・モデル事業としての市民ワークショップ 

（島根県松江市） 
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(2) 取組方策の事例紹介 

①統廃合・複合化 

■小学校と公民館の複合施設 (静岡県焼津市) 

 ・老朽化した小学校と公民館の複合化による建替え。 

 

（出典：焼津市ウェブサイト） 

 

②ダウンサイジング（集約化・小規模化） 

■県営住宅の集約化（徳島県） 

 ・老朽化が進み、耐震性にも課題を抱えた複数の団地（12団地）を3団地に集約化する事業をＰＦＩ方式により実施。 

 ・居住世帯の小規模化（世帯人員の減少）に対応した形で、住戸規模(間取り)の比率を再編。集約団地内の余剰地にはサ

ービス付き高齢者向け住宅などを誘致。 

 

（出典：国土交通省ウェブサイト） 
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③多機能化 

■新川防災公園・多機能複合施設(東京都三鷹市) 

・災害時における機能転換を想定した多機能・複合施設。 

 

 

（出典：三鷹市ウェブサイト） 

 

④広域化 

■複数県にまたがる一帯の生活圏域での公共施設相互利用（島根県松江市・安来市、鳥取県境港市・米子市等） 

 ・鳥取、島根両県にまたがる都市圏において広域連携組織（中海市長会）を設立し、共同での地域振興や圏域内の施設

相互利用などを実施。 

 

（出典：松江市ウェブサイト） 
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⑤市民・地域等への移管 

■地域住民の自主運営による交流施設（大阪府豊中市） 

・ニュータウン近隣センターの一角において地域住民の交流拠点を地域住民が運営。 

 

（出典：ひがしまち街角広場ウェブサイト） 

 

⑥民間移管・活用、PPP/PFI 

■提案型公共サービス民営化制度(千葉県我孫子市) 

 ・民間からの提案による新たな公共サービスを募り、提案に基づき委託・民営化。 

 

（出典：我孫子市ウェブサイト） 
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⑦転活用（転用等による有効利用） 

■歴史文化財を活用したくつろぎ空間(青森県弘前市) 

・国登録有形文化財『旧第八師団長官舎』の内装をカフェ（スターバックス）にリニューアルし、「使う（くつろぐ）」施設として

活用。 

 

（出典：弘前市ウェブサイト） 

 

⑧長寿命化・長期使用 

■学校施設の長期使用に向けた取組(大阪府堺市) 

 ・校舎のリニューアルに向け、構造体の物理的調査などにより、健全度を確認。 

（出典：文部科学省ウェブサイト） 
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⑨維持管理の効率化 

■公共インフラの不具合に関する共有システム(千葉県千葉市) 

・市内で発生している公共インフラの不具合（地域の課題）を市民がレポートする仕組み。 

 

（出典：千葉市ウェブサイト） 

 

⑩住民参画 

■モデル事業としての市民ワークショップ（島根県松江市） 

 ・施設白書、基本方針の策定後にモデル事業として地域でのワークショップを実施。 

 

（出典：松江市ウェブサイト） 
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